
守秘義務契約

＿＿＿＿＿＿＿＿＿（以下「甲」という。）と株式会社ハーバーツ（以下「乙」という。）とは、以下のとおり守秘義務契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第1条（定義）

1　 本契約においては、次項で定義される「本件秘密情報」を開示する当事者を「開示者」といい、それを受領する　　当事者を「受領者」という。

2 　本契約において「本件秘密情報」とは、人材紹介、コンサルティングに関わる協業ビジネスの目的（以下「本目的」という）で、次条に従い、開示者が受領者に対して開示する情報をいう。但し、次の各号のいずれかに該当する情報は、本件秘密情報から除外する。
（1）開示者から開示を受ける以前に受領者が既に保有していた情報

（2）開示者から開示を受けた時点で既に公知であった情報

（3）開示者から開示を受けた後に受領者の責めに帰すべき事由によることなく公知になった情報

（4）受領者が正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく開示された情報

3　 受領者は、開示者が受領者に対して開示する情報のうち、個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第57号）第2条に定義された個人情報については、前項の定めは適用されず、且つ、秘密である旨の表示の有無その他の開示方法の如何にかかわらず本件秘密情報に含まれることを確認する。

第2条（開示方法）

　 　 開示者は、受領者に対して、次の各号のいずれかの方法により、本件秘密情報を開示する。但し、甲又は乙が本目的で相手方の事業所に立ち入った場合、立ち入ったことにより初めて知り得た情報は、秘密である旨の表示等の有無にかかわらず本件秘密情報とする。
（1）書類、図面、写真、サンプル、磁気ディスクその他の有体物を情報媒体として、秘密情報を開示する場合は、当該情報媒体に秘密である旨を表示した上で、当該情報媒体を提供又は開示する方法による。

（2）電子メールの送信その他のコンピュータシステムを用いて電磁的記録を提供することにより秘密情報を開示する場合は、当該電磁的記録がコンピュータ画面等に表示された際に、秘密である旨が表示される状態にした上で、当該電磁的記録を提供する方法による。

（3）検討会その他の甲乙間における情報交換の場において口頭又はコンピュータ画面への表示その他の視覚的手段により秘密情報を開示する場合は、口頭により又は画面上に秘密である旨を告知又は表示した上で開示する方法による。
第3条（秘密保持義務）

1 　受領者は、本件秘密情報を第三者に開示又は漏洩してはならない。
2 　前項の定めにかかわらず、受領者は、その役職員であって、本件秘密情報を第6条に従い使用するために不可欠な者に限って、本件秘密情報を開示することができる。

3 　前項の定めにより、受領者が、その役職員に本件秘密情報を開示するときは、受領者は、当該役職員に対し本件秘密情報につき秘密保持義務を負わせるとともに、当該役職員に当該秘密保持義務を遵守させなければならない。

第4条（秘密保持義務の適用除外）

　 前条に定める秘密保持義務は、次の各号に定める場合には、適用しない。

（1）開示者の事前の書面による承諾があるとき

（2）本契約に別段の定めがあるとき

（3）法令(金融商品取引所の定める規則を含む）により受領者が本件秘密情報の開示を義務づけられているとき

（4）裁判所又は受領者の監督官庁から受領者が本件秘密情報の開示を命じられたとき

（5）弁護士、公認会計士、税理士等の専門家(ただし、法律により秘密保持義務が課されている者に限る)の意見を求めるために受領者が本件秘密情報を開示する必要があるとき

第5条（本件秘密情報の管理義務）

1   受領者は、第三者が窃取その他の不正の手段により本件秘密情報を取得し、又は本件秘密情報にアクセスすることを防止する措置を講じなければならない。

2 　受領者は、事前に、開示者の書面による承諾を得ることなく本件秘密情報を複製してはならない。

第6条（使用許諾）

　　　開示者は、受領者に対し、本目的に必要な範囲に限り、本件秘密情報の使用を許諾する。ただし、受領者が本件秘密情報を使用することができる期間は本契約期間中に限られるものとする。

第7条（秘密情報の返還）

1　 受領者は、本契約の終了その他本件秘密情報を保持する必要がなくなった場合において、本件秘密情報が有体物を情報媒体として開示されたものであるときは、直ちに、当該情報媒体(複製物を含む)を開示者の指示に従い、開示者に返還し又は廃棄しなければならず、本件秘密情報が電磁的記録の提供により開示されたものであるときは、直ちに、当該電磁的記録（複製物を含む）を消去しなければならない。

　2   受領者は、前項による廃棄又は消去が完了したときは、速やかに、廃棄又は消去を完了した旨の証明書を開示者に提出しなければならない。

第8条（損害賠償）

開示者は、受領者が本契約に違反して開示者に損害を与えたときは、開示者に生じた損害の賠償を受領者に請求することができる。

第9条（譲渡等の制限）

甲及び乙は、相手方の書面による事前の承諾を得ることなく、本契約上の地位又は本契約に基づく権利義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、又は担保提供その他一切の処分をすることはできない。
第10条（契約期間）

本契約の有効期間は、本契約締結の日から1年とする。ただし、第3条（秘密保持義務）、第8条（損害賠償）第12条（準拠法）第13条（専属的合意管轄裁判所）は、本契約の終了原因の如何を問わず、本契約終了後も存続するものとする。

第11条（誠実協議）

本契約に定めのない事項、又は本契約の定めの解釈に疑義が生じた場合は、甲及び乙は誠意をもって協議し、これを解決するものとする。

第12条（準拠法）

　　　本契約の成立、効力、解釈及び履行については、日本国法を準拠法とする。

第13条（専属的合意管轄裁判所）

本契約に関して訴訟の必要が生じた場合には、訴額に応じ、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

本契約締結の証として本書2通を作成し、甲乙署名のうえ、各自1通を保有する。
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